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経済観光局機構図
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経済観光局機構図
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経済観光局　派遣職員一覧表

派　　遣　　先 補　　職　　名 氏　　名

神 奈 川 県 競 輪 組 合 担　当　係　長 　安藤　　あらた

株式会社　横浜国際平和会議場 担　当　部　長 　大野　　敏美

株式会社　横浜アリーナ 担　当　部　長 　井原　　周二

財団法人　横浜市消費者協会 担　当　課　長 　川人　　政憲

株式会社　横浜インポートマート 担　当　係　長 　吉岡　　信也

担　当　課　長 　早川　　恵庸

担　当　係　長 　山口　　宣子

担　当　係　長 　斉藤　　　誠

財団法人　横浜市シルバー人材センター 担　当　係　長 　福島　　一広

担　当　部　長 　青柳　　　修

担　当　課　長 　今宮　　佳浩

担　当　部　長 　小出　　重佳

担　当　課　長 　西野　　晴夫

担　当　部　長 　松本　　孝

担　当　課　長 　池田　　加津男

担　当　係　長 　雨宮　　美由紀

経　　済　　産　　業　　省 担　当　係　長 　大島　　知行

文　　部　　科　　学　　省 担　当　係　長 　三好　　啓子

理 　化　 学　 研　 究　 所 担　当　係　長 　久保寺　　信行

消　　　費　　　者　　　庁 担　当　係　長 　鈴木　　慶

観　　　　　 光 　　　　　庁 担　当　係　長 　西山　　玲子
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財団法人　木原記念
横浜生命科学振興財団

横浜食肉市場　株式会社

株式会社　横浜市食肉公社

財団法人　横浜観光
コンベンション・ビューロー



経済観光局事務分掌 
 
政策調整部 

総務課 

 庶務係 

１ 局内の人事及び文書に関すること。 

２ 中央卸売市場及び中央と畜場との連絡に関すること。 

３ 局の危機管理に関すること。 

４ 他の部、課の主管に属しないこと。 

 調整係 

  １  局内の事務事業の評価及び連絡調整に関すること。 

  ２  局内の予算及び決算に関すること。 

  ３  神奈川県競輪組合に関すること。 

 

経済企画課 

１ 経済政策の立案及び総合調整に関すること。 

２ 地域経済に関する基本的調査並びに情報の収集、分析及び利用に関すること。 

３ 商工会議所との連絡に関すること。 

 

成長戦略推進部 

誘致推進課 

１ 国内外の企業等の横浜市への誘致に関すること。 

２ 横浜市企業等誘致推進本部に関すること。 

３ 国際経済及び貿易の振興に関すること。 

４ 海外に設置する事務所における経済交流の連絡調整に関すること。 

５ 株式会社横浜インポートマートに関すること。 

６ 貿易関係団体等に関すること。 

７ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

産業立地調整課 

１ 工業施設及び大規模商業施設の適正立地及び立地環境等に係る調査、企画及び指導に関

すること（ものづくり支援課の分掌事務第１号に係るものを除く。）。 

２ 産業集積の促進及び研究開発拠点の形成に関すること。 

３ 大規模小売店舗立地法(平成10年法律第91号)に基づく意見、勧告その他同法の施行に

関すること。 

４ 横浜市大規模小売店舗立地審議会に関すること。 

５ 経済施策に関する土地利用の調整に関すること。 

 

新産業振興課 

１ バイオ、IT 等の新産業の振興に係る総合調整に関すること。 

２ バイオ、IT 等の新産業の集積、共同研究及び共同開発に関すること。 

３ 財団法人木原記念横浜生命科学振興財団に関すること。 
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企業経営支援部 

経営・創業支援課 

１ 企業経営支援施策の推進に関すること。 

２ 創業並びにベンチャービジネス及びソーシャルビジネスの振興に関すること。 

３ 財団法人横浜企業経営支援財団に関すること。 

４ 事業協同組合、商店街振興組合等の設立認可等に関すること。 

５ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

ものづくり支援課 

１ ものづくり産業の振興及び立地環境に関すること。 

２ 中小製造業の経営及び技術革新の支援に関すること。 

３ 産学連携の推進に関すること。 

４ 横浜市工業技術支援センターに関すること。 

５ 工業関係団体等に関すること。 

 

金融課 

    金  融  係 

１  中小企業等の金融施策の推進に関すること（他の局の主管に属するものを除く。）。 

  ２  横浜市信用保証協会に関すること。 

 ３ 他の係の主管に属しないこと。 

    相談認定係 

  １ 中小企業等の金融相談及び市の金融制度等における認定に関すること。 

 ２ 中小企業等の経営の相談、診断及び助言等に関すること。 

 

市民経済労働部 

商業振興課 

１ 商業の振興に関すること(中央卸売市場の主管に属するものを除く。)。 

２ 商業関係団体等に関すること(中央卸売市場の主管に属するものを除く。)。 

３ 商業に係る業務機能の強化に関する調査、企画及び指導に関すること。 

４ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

消費経済課 

 消費生活係 

１ 消費生活に係る教育及び啓発並びに消費者活動の推進に関すること。 

２ 消費生活に係る情報の収集及び提供に関すること。 

３ 財団法人横浜市消費者協会に関すること。 

４ 横浜市消費生活総合センターに関すること。 

５ 横浜市消費生活審議会に関すること。 

６ 消費生活協同組合に関すること。 

７ 消費生活用製品安全法(昭和48年法律第31号)に基づく表示監視に関すること。 

８ 家庭用品品質表示法(昭和37年法律第104号)に基づく表示監視及び公表に関すること。 

９ 生活関連物資等の価格及び需給動向の調査に関すること(中央卸売市場の主管に属する

ものを除く。)。 

10 計量検査所に関すること。 
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   計量検査所 

  １  計量器の定期検査に関すること。 

  ２  計量器の計量士による代検査に関すること。 

  ３  計量に関する調査及び研究に関すること。 

  ４  計測技術の相談指導に関すること。 

  ５  計量に関する立入検査、指導、取締り等に関すること。 

  ６  計量器使用事業場に関すること。 

  ７  計量思想の普及啓発に関すること。 

  ８  その他計量に関すること。   

 

雇用労働課 

１ 雇用対策に関する施策の推進に関すること。 

２ 労働相談及び就業支援に関すること。 

３ 労働、経済及び経営に関する調査に関すること(政策調整部経済企画課の分掌事務第２

号に係るものを除く。)。 

４ 横浜市中央職業訓練校に関すること。 

５ 能力開発訓練に関すること。 

６ 職能開発総合センター（地域職業訓練センターを含む。）に関すること。 

７ 労働者団体等及び労働関係機関との連絡調整に関すること。 

８ 勤労者の教育、文化等の振興に関すること。 

９ 勤労者の福利厚生等に関すること。 

10 技能職の振興及び技能職者への貸付けに関すること。 

11 横浜市技能職設備資金等貸付審査会に関すること。 

12 技能職者の表彰に関すること。 

13 技能職団体等との連絡調整に関すること。 

14 勤労者福祉共済事業に関すること。 

15 横浜市勤労者福祉共済運営審議会に関すること。 

16 労働金庫への預託金に関すること。 

17 横浜市技能文化会館に関すること 

18 横浜市駐留軍関係離職者等対策協議会に関すること。 

19 財団法人横浜市シルバー人材センターに関すること。 

 

観光振興課 

１ 観光交流の推進及び調整に関すること。 

２ 観光関係の団体及び施設に関すること。 

３ 財団法人三溪園保勝会及び財団法人横浜観光コンベンション・ビューローに関すること。 

 

コンベンション振興課 

１ コンベンション及び集客イベントの推進及び調整に関すること。 

２ コンベンションの関係の団体及び施設に関すること。 

３ 株式会社横浜国際平和会議場及び株式会社横浜アリーナに関すること。 
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中央卸売市場本場 

  運営調整課 

    運 営  係 

      １  中央卸売市場本場（以下「本場」という。）の文書、予算及び決算に関すること。 

   ２ 本場における事務の連絡、調整に関すること。 

   ３ 本場における土地、建物その他施設等の管理及び運営に関すること。 

      ４  本場における市場施設の使用指定、使用許可又はこれらに係る取消し等に関するこ

と。 

      ５  本場における使用料、手数料その他の諸収入金「以下「使用料等」という。」の徴

収（調定を除く。）及び保証金に関すること。 

      ６  本場における関連事業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関する

こと。 

      ７  本場における場内の整理、取締り、清掃、衛生等に関すること。 

   ８ 本場における施設の機能強化の推進に関すること。 

      ９  本場内他の課、係の主管に属しないこと。 

    施  設  係 

      １  本場における土地、建物その他施設の整備、維持管理及びこれに伴う工事に関する

こと。 

      ２  本場における電気、給排水その他機械設備の維持管理及びこれに伴う工事並びに整

備に関すること。 

    調 整 係 

      １  中央卸売市場及びと畜場に関する施策、人事、文書、予算、決算等の総合調整に関

すること。 

      ２  中央卸売市場及びと畜場における年報及び月報の作成その他統計に関すること。 

      ３  中央卸売市場及びと畜場における使用料、手数料その他の諸収入金の調定に関する

こと。 

      ４  中央卸売市場及びと畜場における国及び関係機関等との連絡調整に関すること。 

      ５  横浜市中央市場開設運営協議会に関すること。 

      ６  横浜市場冷蔵株式会社に関すること。 

      ７  特命に関すること。 

      ８  その他中央卸売市場及びと畜場に関すること。 

 

  経営支援課 

    取引指導係 

      １  本場における卸売業者の業務の指導監督に関すること。 

      ２ 本場における市場取引委員会に関すること。 

      ３  本場における仲卸業者、売買参加者等の許可、承諾若しくはこれらの取消し又は業

務の指導監督に関すること。 

      ４  本場における卸売業者及び仲卸業者の業務等の検査に関すること。 

      ５  本場における取扱物品の入荷数量及び価格の公表に関すること。 

      ６  本場における取扱高の資料の作成に関すること。 

      ７  他の係の主管に属しないこと。 
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経営支援係 

      １  本場における卸売業者及び仲卸業者の財務の検査に関すること。 

   ２ 本場における卸売業者及び仲卸業者の経営分析及び経営支援に係る企画、調査、資

料の作成等に関すること。 

   ３ 本場における市場の活性化に関すること。 

 

中央卸売市場南部市場 

  運 営 課 

    運 営  係 

      １  南部市場の文書、予算及び決算に関すること。 

   ２ 南部市場における事務の連絡、調整に関すること。 

   ３ 南部市場における土地、建物その他施設等の管理及び運営に関すること。 

      ４  南部市場における市場施設の使用指定、使用許可又はこれらに係る取消し等に関す

ること。 

      ５  南部市場における使用料等の徴収（調定を除く。）及び保証金に関すること。 

      ６  南部市場における関連事業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関

すること。 

      ７  南部市場における場内の整理、取締り、清掃、衛生等に関すること。 

   ８ 南部市場における施設の機能強化の推進に関すること。 

      ９  南部市場内他の課、係の主管に属しないこと。 

    施  設  係 

      １  南部市場における土地、建物その他施設の整備、維持管理及びこれに伴う工事に関

すること。 

      ２  南部市場における電気、給排水その他機械設備の整備、維持管理及びこれに伴う工

事に関すること。 

 

  南部市場経営支援課 

    取引指導係 

      １  南部市場における卸売業者の業務の指導監督に関すること。 

      ２ 南部市場における市場取引委員会に関すること。 

   ３ 南部市場における仲卸業者、売買参加者等の許可、承認若しくはこれらの取消し又

は業務の指導監督に関すること。 

      ４ 南部市場における卸売業者及び仲卸業者の業務等の検査に関すること。 

   ５ 南部市場における取扱物品の入荷数量及び価格の公表に関すること。 

   ６ 南部市場における取扱高の資料の作成に関すること。 

   ７ 他の係の主管に属しないこと。 

   経営支援係 

      １  南部市場における卸売業者及び仲卸業者の財務の検査に関すること。 

   ２ 南部市場における卸売業者及び仲卸業者の経営分析及び経営支援に係る企画、調

査、資料の作成等に関すること。 

   ３ 南部市場における市場の活性化に関すること。 
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中央卸売市場食肉市場 

  運 営 課 

    運 営  係 

      １  食肉市場及びと畜場の文書、予算及び決算に関すること。 

   ２ 食肉市場における事務の連絡、調整に関すること。 

   ３ 食肉市場における土地、建物その他施設等の管理及び運営に関すること。 

      ４  食肉市場における市場施設又はと畜場におけると室若しくはと畜場施設の使用指

定、使用許可又はこれらに係る取消し等に関すること。 

      ５  食肉市場及びと畜場における使用料等の徴収（調定を除く。）及び保証金に関する

こと。 

      ６  食肉市場における関連事業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関

すること。 

      ７  食肉市場及びと畜場における場内の整理、取締り、清掃、衛生等に関すること。 

      ８ 食肉市場における施設の機能強化の推進に関すること。 

      ９  他の係の主管に属しないこと。 

    施  設  係 

      １  食肉市場及びと畜場における土地、建物その他施設の整備、維持管理及びこれに伴

う工事に関すること。 

      ２  食肉市場及びと畜場における冷蔵庫、電気、給排水その他機械設備の整備、維持管

理及びこれに伴う工事に関すること。 

    業  務  係 

      １  食肉市場における卸売業者の業務の指導監督に関すること。 

   ２ 食肉市場における市場取引委員会に関すること。 

      ３  食肉市場における仲卸業者、売買参加者等の許可、承認若しくはこれらの取消し又

は業務の指導監督に関すること。 

      ４  と畜場におけると畜業者の許可若しくはその取消し又は業務の指導監督に関する

こと。 

      ５  食肉市場における卸売業者及び仲卸業者の財務及び業務等の検査に関すること。 

   ６ 食肉市場における取扱物品の入荷数量及び価格の公表に関すること。 

   ７ 食肉市場における卸売業者及び仲卸業者の経営分析及び経営支援に係る企画、調

査、資料の作成等に関すること 

   ８ 食肉市場及びと畜場における取扱高の資料の作成に関すること。 

      ９  食肉市場における枝肉等の計量に関すること。 

 - 9 -

















































































1依然厳しい中小企業の経営や扁用の安定に向けた  取組の着実な推進   

市内企業の業況感は、全体として改善の動きがあるものの、依然として厳しい状況lこある中小企業  

の経営環境や雇用情勢に対応した取組を着実に推進します。  

＜主な取組＞  

◆中小企業の経営安定を図る資金ニーズlこ応じた資金調達支援  

・緊急借換支援資金、セーフティネット特別資金等による経営の下支え支援等  

◆人材確保が困難な業種や失業率の高い若者を中心に雇用創出を図る取組の推進   

一職業紹介や職業訓練などによる就業機会の提供や国の交付金制度を活用した雇用創出  

2 将来を見据え中小企業の成長・発尉こ向けた独自の技祐力等を活かす取組の促進   

社会経済情勢がめまぐるしく変化する中、利用者目線・現場目線を最重視し、市内企業の動きや声  

を的確に把握するとともに、本年4月施行の中小企業振興基本条例の趣旨を踏まえつつ、中小企業の  

強みを活かし成長一発展に向けた取組を戦略的に進めます。  

＜主な取組＞  

◆横浜企業経営支援財団（lDEC）の役割を含めた基礎的支援体制の再構築の検討  

◆将来を見据え中小企業の技術力向上1競争力強化に向けた取組の推進  

・行政課題の解決も含めた幅広いテーマでの研究開発の取組の支援   

一棟浜価値組企業等の認定事業を活用した中小企業支援  

・市内製造業の全数調査による保有技術等の洗い出し  

・コーディネーターの新たな配置による大手企業等との技術連携や販路開拓支援  

◆脱温暖化、健康・医療・介護など新たな成長分野における取組の重点的な支援  

・新技術・新製品開発や企業間連携、CO2削減に資する設備投資等への支援  

3 国内外の企業誘致に向けた積極的なプロモーションの推進   

羽EE］空港の国際化やAPEC横浜開催を契機に、中長期的な視点から横浜経済を支える企業集積に  

向けて、厳しい経済環境にあっても企業の動きなどを捉え、積極的に横浜への進出を働きかけ、＿＿［塵堕  

的な攻めの企業誘致」を展開します。  

＜主な取組＞  

◆成長分野などターゲットを明確にした市長によるトップセールスの展開  

◆横浜の強みや魅力の効果的なアピールと潜在需要の掘り起こし  

・新たに設置する専任チームによる企業訪問や誘致説明会、企業ニーズに応じた進出メリット提案  

◆上海万博の開催等の機会を活用したアジアをはじめとする海外企業の誘致の促進   



円空港の  化とAPE  C横浜開催を  機とした  観光・MICE  （マイス）施  の推進  

羽田空港の国際化やAPEC横浜開催を最大のチャンスと捉え、  
の国際観光嘩ナたスターートの年に22年度を位置付け、新たな活力を生み由テ議  

長分野として重点的に振興します。  
＜主な取組＞  

◆中・大型コンベンションを軸に民間関連事業者と一体となったMICE全般の誘致■開催支援  

・国際会議の主催者の招鴨等による誘致活動の強化  
1市内観光促進補助の新設などアフターコンベンション支援の充実  

◆経済成長著しい中国市場に向けた横浜の知名度を高めるため集中的にプロモーションを実施  

・上海万博への出展、横浜ウイークの開催等  
◆羽田への直行便が就航する国・地域を対象とした広域連携による観光プロモーションの実施  
・箱根、東京等との広域連携の実施（観光庁地方道携事業の活用）   

※「MrCE（マイス）」とは、川eeting（企業等の会議）、rnCentiveTTaVel（企業等が行う報奨旅行・研修旅行）、Convention（国   
際機関■団体・学会等が主催する総会、学術会議等）、Eve［t／Exhibitio［くイベント展示会・見本市）の頭文字のこ   
とを表す。多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの総称。国の観光庁でも、2010年をMICE元年に位置   

付け推進。  

5 商店街の活性化や滑黄生活の充実等による安心して暮らせる地域つくりの推進  

町を元気にする商店街の活性化や社会的課題を  ビジネス手法で解決を図るソーシャルビジネスの支  

援、安心・安全な食材を供給する市場の活性化や消費生活相談の充実など、身近な地域づくりを推進し  

ます。  

＜主な取組＞  

◆商店街の活性化に向けて消費者や地域のニーズを捉えた意欲ある取組の支援   

暮市内プロスポーツチームとの連携による「150円商店街」と連動した新たなキャンペーン等  

◆子育て、介護など社会的課題の解決を図るソーシャルビジネスの起業・創業等の促進  

・社会起業家を目指す若者向けの人材育成や資金支援、市民への普及啓発  

◆中央卸売市場本場一両部市場の統合（市場の再編・機能強化）の推進  

◆消費生活総合センターの相談体制・機能の充実による複雑・多様化する相談への適切な対応  

現場主義を第一に！   

～パソコンを切って、荷へ出よう～   

現場に足を運び、市民、事業者の意見・要望を施策に反映します。  

ワーク・ライフ・バランス先進局を目指して！   

～平日の毎日毎日をワーク・ライフ・バランス実践巳にしよう～   

超過勤務を縮減するとともに、年次休暇を取得しやすい職場づくりやチーム力を高めます。  

「経溝観光局」行政から、「経済観光」行政へ   

～市役所のあらゆる事業から経済施章引こつながるネタを見つけよう－   

経済観光局の守備範囲を超え、市役所の総力を結集する意識を持って、他区局事業本部と連携・  

調整を図ります。  

専門性をもって企業と語れる人材の育成   

～経演人と同じ目線を持ち、同じ土俵に乗れる隋呂になろう～   

経済分野の専門性を高め、企業の方と議論ができる人材を育成します。   



1依然厳しい中小企業の経営や雇用の安定に向  

【主な事業・取組】   

● 中小企業融資事業  

けた取組の着実な推進   

い指標】  
⇒中小企業の資金需要に応じた融  

（「緊急借換支援資金」「セーフティネット特別資金」「経…  資（融資枠2，000億円）   

営再建支援資金」「ものづくり支援資金」等）  

● 「横浜で働こう！」推進事業（「ジョブマッチングよこ ⇒雇用創出数（690人）   

はま」、横浜型若者就労支援事業、合同就職面接会等）  

● 職業∃ll練事業  

● 緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業  

● ふるさと雇用再生特別交付金事業  

⇒事業の円滑な推進  

2∴将澤を見据ぇ中小企業の成長・発展lこ向けた独自の技術力等を活かす取組の促進  

【主な事業・取組】  ≡【指標】  

● 横浜企業経営支援財団の役割を含めた基礎的支援体制  

の検討  

● 中小企業研究開発促進事業（SBIR）  

● 横浜型知的財産戦略推進事業  

● 市内中小製造業技術実態調査  

⇒基礎的支援体制の再構築  

（22年中〉  

⇒研究開発件数（19件）  

⇒価値組企業認定数（55社）  

⇒保有技術等の把握  

（22年中：約7，400事業所）  

⇒コーディネーター派遣による支  ● ものづくり連携促進・コーディネート事業（コーデイネ  

－タ一派遣による製品開発・販路開拓支援等）  援件数（150件）  

● 温暖化対策技術開発支援事業  

● 製造過程脱温暖化促進事業   

（CO2削減に資する設備投資支援等）  

● バイオ医薬品研究開発拠点整備支援事業  

⇒温暖化技術開発件数（3件）  

⇒CO2削減設備投資支援件数  

（10件）  

⇒／〈イオ医薬品研究開発拠点の   

整備  （22年度未しゆんエ）  

3 国内外の傘奉読致l享向けた積極的なプロモーションの推進  

【主な事業・取組】  ．  【指標】  

⇒誘致・新規立地企業数（50件）  

⇒うち、アジア企業誘致件数（5件）  

● 市長によるトップセールスの展開  

● 企業セールス、情報収集  

● 海外企業向けシティセールス  

・トップセミナー等（4回）  

・企業への働きかけ件数（200件）  

・海外企業向けシティセールス  

（100件）  

4 羽EEl空港の国際化とAPEC横浜開催を契機とした国際観光・MICE（マイス）施策の推進  

【指標】  

⇒観光入込客数（22年：4，500万人）  

【主な事業・取組】  

● 国内外からの誘客促進  

● MICE（マイス）客受入イ本制充実  

● 上海万博を活用した誘客促進  

● 横浜観光プロモーション認定事業  

● コンベンション誘致・開催支援事業   

（国際コンベンション誘致・支援の強化）  

⇒コンベンション参加者数  

（225万人／年）   



5 商店街の活性化や消費生活の充実等による安心して暮らせる地域づくりの推進  

【主な事業一取組】  

● 商店街販売促進支援事業  

● 商業経営支援事業  

● ソーシャルビジネス支援事業  

【指標】  

→「横浜Y．Y．150円商店街」開催商   

店街数（延180商店街）  

⇒ソーシャルビジネス（社会的課題   

解決型企業等）の新事業創出数  

（30件）  

⇒基本方針の策定、施設整備等に関   

わる基本計画の作成（22年虔中）  

● 中央卸売市場統合整備の推進  

消費生活総合センター運営事業、消費生活総合センター  

機能強化事業  

⇒トラブルあっせん解決件数  

（1．600件）  

6 組織運営 ゾ  

【主な事業・取組】  
l   

● 各種調査（景況・経営動向調査、市内中小製造業技術実  

態調査、エ業集積地域大規模事業所ヒアリング等）、企≧  

【指標】  

⇒参加対象：全課  

業誘致営業など、全職員による企業訪問  

「年次休暇取得率70％へ！」の推進  

※国が本年6月にまとめる新成長戦略（雇用・人材分   

野）における2020年までの目標「有休取得率70％」   

の先耳又りを目指す。  

⇒年次休暇10日以上取得（通年）  

⇒超勤20年度実績50％減  ● 定時退庁日、定時退庁旬間の設定、実践   

＜定時退庁＞ 毎週金曜日、第1、3水曜日   

＜定時退庁旬間＞  

8月9日（月）一8月20日（金）  

● 「内部資料は手間をかけずにシンプルに！」の推進  

● 局議を活用し、部を超えた横断的な意見交換の実施  

● 「さんづけ」運動の推進  

⇒毎月  

O APEC、羽EEl空港国際化、スマートシティプロジェク】⇒連携事業の推進（通年）  

トの推進、介護、子育て分野の雇用確保などにおける局横   

断連携  

⇒運営方針意見交換会   （5回）   

局長と職員とのランチミーティ   

ング  （15回〉   

経営責任暇の各課朝礼訪問  

（延べ65回）  

⇒人材育成ビジョンの策定（6月）   

各種研修等の実施（随時〉   

● 経済情勢・施策に関する職員との意見交換会の実施  

対象者別（新人■転入者・中堅職員・管理職等）研修や  

分野別専門研修等の実施  
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